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総 政 第 ８６ 号 

令和６年１０月２８日 

 

各 課（局・室）長 殿 

 

総合政策課長（公印省略） 

 

令和７年度予算編成方針について（依命通知） 

 

 政府は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」において、少子高齢化・人口減少を克

服し、国民が豊かさと幸せを実感できる持続可能な経済社会の実現を中長期のミッションと

して掲げ、地方行財政基盤の強化として、地域経済の活性化や新たな雇用の場の創出、防災・

減災の取組強化、デジタル技術の徹底実装による自治体ＤＸ等を推進することとしている。 

 当町においては、国際情勢等を受けた物価や燃料の高騰が常態化しており、定額減税等の

支援はあるものの、事業者や家計に与える影響は大きく、非常に厳しい状況が続いていると

思慮する。足元の実体経済の低迷に加え、加速度的に進行する人口減少や地場産業及び地域

コミュニティにおける深刻な人材不足など、町を取り巻く地域課題は山積している。 

このような地域情勢において、事業見直しや公共施設の廃止・集約化等の成果により再構

築した財政基盤をもとに、課題解決に資する効果的な事業に適切に投資し、持続可能かつ発

展的な町政運営を実現しなければならない。そのためには、ニーズベースによる地域実態を

捉えた事業実施や既存の枠組みに捉われない事務改善など、現状維持ではなく未来を見据え

た事業展開が肝要である。 

令和７年度は、未来に向けて新たな一歩を踏み出す重要な１年である。町制施行１００周

年を迎えた節目の年の翌年度として、町民を巻き込みながら一体感のある記念事業を継続し

て展開されたい。また、数年後に実現する東北中央自動車道の延伸は、関係（交流）人口拡

大の好機と捉えている。観光施策の核となるエリアであるグリーンバレー神室において、ホ

ットハウスカムロの改築を含めた町全体の魅力向上のための事業を加速させていく。 

町民は、町の新たな事業や明るい展望に期待している。次の１００年を見据え、未来志向

の施策を展開していくためには、財政が健全な状態を確実に維持することが大前提である。

そのためには、事業見直しや事務改善の継続的な取組みはもちろん、職員一人ひとりの改善

意識が欠かせない。 

町の魅力や活力、何よりも町民生活が豊かなものになるよう、以上のような諸事情を十分

認識のうえ、以下の事項に留意し、令和７年度の予算要求にあたるよう金山町財務規則第１

０条の規定に基づき通知する。 



 

2 

第１ 総括的事項 

１．予算編成の基本的な考え方 

  新年度の予算編成にあたり、燃料及び物価高騰などの足元の経済情勢を踏まえつつ、人

口減少や担い手不足などの地域社会における中長期的な変化を的確に捉え、優先するべき

事業を十分に検討したうえで要求すること。 

  特に、新規の政策予算については、第５次金山町総合発展計画に基づいた要求とし、既

存事業については、事業見直しの考え方のもと、必要性や効果を改めて検証し、見直しに

よる財源の確保に努めること。 

２．第５次金山町総合発展計画に則した予算編成 

令和７年度は、第５次金山町総合発展計画の中で位置づける中期ビジョンの５年目であ

り、令和８年度からの新たなビジョンを策定するための土台となる年度である。そのため、

新年度予算は、まちの将来像を実現するため各事業を着実に推進し、基本目標の達成を強

く意識した編成を行う必要がある。 

（１）まちの将来像 

   「みんなが主役、みんなの故郷、金山町～住んでよし、訪ねてよしのまちの実現～」 

（２）基本目標 

① 「魅力と活力の向上、安心して働くことができるまち」 

② 「新しいつながりと定着、住んでよかったと思えるまち」 

③ 「結婚・出産・子育ての希望が叶う、誰もが生きがいを持てるまち」 

④ 「ひとが集う、持続可能なまち」 

⑤ 「誰もが活躍できる地域社会、生涯活躍のまち」 

⑥ 「健全で持続可能な行財政運営」 

３．重点推進施策 

（１）健康長寿～生涯を通じた心とからだの健康づくりを推進 

一人でも多くの町民が健康長寿で生涯にわたり活躍できるよう、町民運動となり得

る実行性のある健康づくり事業を引き続き推進すること。 

（２）未来につながる産業の振興 

地域経済を支える農林業や商工業の持続的発展のため、その根幹である小規模事業

者への支援を含めた事業の検討を行い、所得の底上げを図ること。 

（３）交流の推進による関連産業の振興 

数年後に予定される東北中央自動車道の延伸は、関係（交流）人口拡大の好機であ

ることから、流通及び観光業の振興策を検討すること。特にグリーンバレー神室エリ

アについて、運営費負担が過大であることから、来場者数の増加などアウトカムを意

識した成果の上がる事業内容を検討すること。 
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（４）次世代につながる景観運動 

町が誇る景観施策については、金山住宅の着工数減少など停滞がみられる現状を踏

まえ、施策理念と町民実態について、見つめ直す時期にある。「街並み景観づくり１０

０年運動」を発展的に次世代に継承していくため、住まう町民のニーズを反映させた

施策の魅力化を図ること。 

（５）安心安全な生活環境の確保 

   地域に適したきめ細かな社会資本機能を整備すること。令和６年７月豪雨からの復

旧を含めた自然災害における町民の安全対策や冬期間の効率的な除排雪体制を推進す

ることにより、誰もが安心して暮らせる環境整備を進めること。 

（６）町制施行１００周年に係るポスト事業の積極的な実施 

    令和６年度には式典・祝賀会を始めとする町制施行１００周年記念事業を数多く実

施した。令和７年度はその大きな節目の翌年であり、町民と一体感のある事業を継続

するためにも「ポスト１００周年事業」を積極的に展開すること。 

 （７）経済情勢に応じた支援拡充 

燃料価格等の高騰により、町民生活や農林業、商工業が打撃を受けている。関係者

へのヒアリングなどにより、現状把握のうえ最適な独自支援について検討すること。 

（８）金山版ＤＸの推進 

    令和７年度は、金山町デジタル化推進事業の３年目であり、推進強化期間の最終年

度を迎える。業務改革や町民の利便性向上等に資する実効性あるデジタル化の実装を

検討すること。デジタル田園都市国家構想交付金を有効に活用するため、積極的な事

業提案を期待する。また、窓口業務及びバックオフィス等の業務の全体最適化に向け、

組織・人員体制の見直しを含めたフロントヤード改革を計画的に推進すること。 

 

第２ 歳入に関する事項 

１．町税については、税制改正や地域経済の動向を見極め、過大・過少見積もりとならない

ように留意すること。収納対策については、各課連携を図りながら、滞納額の解消と徴収

率向上を一層強化すること。 

２．国及び県支出金等については、補助事業の動向を注視するとともに、制度を的確に把握

のうえ、積極的に活用すること。 

３．分担金及び負担金については、事業の性質及び受益の限度を総合的に勘案し、類似制度

と比較検討のうえ適正額を見積もること。 

４．使用料及び手数料については、受益者負担の適正化の観点から、経費の実態等について

的確に把握のうえ、適正に見積もること。既存の使用料及び手数料についても、必要に応

じて金額の見直しを行い、料金収入を確保すること。 
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５．財産収入については、土地・建物及び備品等、未利用財産の処分を積極的に検討するこ

と。その際は、売却可能額を適正に見積もり予算計上すること。 

６．寄附金については、ふるさと寄附（個人・企業）に関して積極的な周知等を行い、制度

を有効活用することで、自主財源の確保に努めること。恒久的な財源ではないとの認識を

持ちつつ、適正な予算額を計上すること。 

７．町債については、緊急減災・防災事業債や緊急自然災害防止対策事業債、脱炭素化推進

事業債、過疎及び辺地対策事業債など、交付税措置のある有利な起債を有効に活用するこ

と。時限措置（令和７・８年度迄等）がある事業債もあるため、対象事業を財政係と協議

の上、計画の前倒しを含めた利用を検討されたい。 

 

第３ 歳出に関する事項 

１．統括的事項で明示した重点推進施策に係る事業については、緊急度や優先度、必要性を

十分に考慮した上で、積極的な事業展開を検討し、予算計上すること。 

２．プロジェクトチーム及び事務・事業見直しにおける検討事業については、町長指示事項

等を考慮し、課内で十分に協議のうえ事業化を検討すること。 

３．令和７年度予算編成に係る意見交換会において、各団体から出された要望や意見につい

て、適切に予算計上すること。その際は、安易に要望通りの要求とせず、必要性や効果、

公平性を十分に検証すること。 

４．需用費及び役務費については、令和６年度の現計予算額を基準とし、物価高騰に伴う料

金の値上げを適切に反映した要求とすること。また恒常的に不用額が発生している事業は

再度経費を精査の上、適正額を要求すること。 

５．町単独の補助費については、原則として令和６年度要求額を上限とするが、改めて目的

や効果及び補助率等を見直し、交付団体等からの要望も踏まえ予算計上すること。 

６．投資的経費については、原則として財政計画で予定している事業に限定する。令和７年

度以降、大規模事業の実施が続くため、事業化については十分な議論と計画を行うこと。

また、公共施設等総合管理計画で示しているとおり、令和１３年度時点における公共施設

建物の維持管理経費を令和４年度比較で年間２億円削減する目標を立てている。類似機能

の集約化など、大胆な発想で今後の維持管理経費の抑制に努めること。 

 

第４ 特別会計に関する事項 

１．特別会計の予算編成にあたっては、特別会計の本旨に沿うとともに、料金等について、

一般会計と同様に受益者負担の原則により適正な料金、分担金の設定及び未収金の徴収強

化を行い、収入の確保に努め、安易に一般会計からの財政支援に依存することがないよう

積極的な経営基盤の確立を図ること。 


